
    ９月１４日に、すべての都道府県労働局が本年度の最低賃金の公示を終えました。全国平均は１，００４円

となり、ついに１０００円を超えました。 

この最低賃金１０００円という目標は、もともとは２０１５年１１月に開かれた経済財政諮問会議で、安倍首相から

提起されたもの。当時の全国平均は、７９８円。「そんなの無茶だわぁ」と感想を持った事を思い出します。 

あれから８年。いいのか悪いのかはさておき、宣言した数値目標を実現したことは、素直に凄いなぁと思います。 

岸田首相は次の目標を「２０３０年１５００円となることを目指す」と表明しています。 

【令和５年１０月からの地域別最低賃金】 

労働分配率（％）＝人件費 ÷ 付加価値 ×１００ 

 
 
 
 
 
 
      
 

 

 

 

 

 

 

 

   

  最低賃金とは、各月の「1時間当たりの賃金」で確認します。時給の方は分かりやすいですが、月給の方や時給と

月給の組み合わせの方は、少し注意が必要です。月給の中では、いくら払っても最低賃金を計算するときには除外し

なくてはいけない賃金がありますので、確認しておきましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ここ最近の最低賃金の上昇率はかなりのものですね。 
ところで、自社の給料が、同業他社と比較して適正かどうかを確認する指標があります。付加価値に占める人件

費の割合を表す労働分配率は、人件費が適正な水準かどうかを判断するために使われる経営指標です。 
労働分配率が高すぎれば、経営を圧迫する原因になりますし、低すぎると人材流出やモチベーション低下の原因と

なるでしょう。適切な労働分配率を用いて給与総額を算出する方法の一例をご紹介いたします。 
※労働分配率の計算方法は、諸説あります。 

   

 

 

※付加価値額 ＝ 売上高 ― 経費総額 ＋ 人件費 ＋ 租税公課 ＋ 不動産賃料 （加算法式）  
当期純利益に、人件費と税金と不動産賃料を足したものですね！ 

  経済産業省や中小企業庁から、産業別の労働分配率の統計データを公表しています。 
  経済産業省からの公表データでは、労働分配率の平均は５０．７％。  

 是非一度、自社の産業別労働分配率の適正を確認してみて下さい。ご不明な場合はご相談下さい。 

＃経済産業省  労働分配率  https://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kikatu/result-2/2021sokuho.html 

埼玉 １０２８円 山形 ９００円 茨城 ９５３円 千葉 １０２６円 

東京 １１１３円 神奈川 １１１２円 愛知 １０２７円 京都 １００８円 

大阪 １０６４円 広島 ９７０円 佐賀 ９００円 沖縄 ８９６円 

2023 年（令和5 年）9 月号 

 

人事・労務に役立つ NEWS LETTER 

きりん通信№ 9 5 
９  
2023 

発行：きりん人事労務管理事務所 
〒３３３－０８４４埼玉県川口市上青木3-12-63 

ＳＫ ＩＰシティ彩の国ビジュアルプラザ ９０４・９０５  

TEL 048-４２３－２３９５  FAX 048-4２３-２３９４     

URL : https://www.sr-kirin.jp/  e-mail : kirin@sr-kirin.jp 

  

相談しやすい、分かりやすい 

信 頼 と 安 心 を お 届 け し ま す 

令和５年度の地域別最低賃金改定 全国平均ついに１，０００円超
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最低賃金除外賃金 
 
１．皆勤手当  ２．通勤手当  ３．家族手当 
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◆本田 健の名言◆      成功していくビジネスには、共通点があります。 
それは、関係者全員がワクワクして、楽しそうにやっていることです。 

 国は「パワハラはいけない」と言いだしました。これは、労働者の人権保護はもちろんですが、別の見方もあ
ります。パワハラのような指導法は、企業の発展のマイナスになるという結論に達したからかもしれません。 
すなわち、結果的に企業の発展の為に必要な改革を提言したとも言えるのではないでしょうか。 
みんながワクワクして楽しさを見いだせる労働環境を実現できれば、それは必ず企業の発展に繋がることと確

信しています。 今月の名言は、若手起業家であり作家の本田健さんの名言でした。 

 

 

 

 

 

 

 

助成金は、支出した費用の７５％～９０％ 

左の表は、昇給額と昇給する人数に応じた 

上限額となります。 

この他、４５円コース、 

６０円コースがあります。 

最低賃金引き上げ前に 

昇給させる必要があります。 

ご希望の方は大至急ご連絡下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和３８年以来、敬老の日の記念行事として１００歳を迎える高齢者に内閣総理大臣から記念品を贈呈してい
ます。昭和３８年では１００歳以上の高齢者は１５３名でしたが、令和５年では９２，１３９名となり６０２倍。 
 私が１００歳に到達する頃には、１００歳くらいではお祝いされなくなっている 
かもしれないですね(;^ω^) 
５０年後の日本が、どうか素敵な国でありますように・・・ 
今できることを頑張りましょう！ 

老人の日(9/15)にちなんで毎年表彰 百歳高齢者表彰４７，１０７人 

★昭和２４年（今年７４歳）の出生数は、２，６９６，６３８人。比較すると今年誕生した人数は、半分どころか、
３０％にも満たない人数です。当然、毎年成人人口も減り続けます。 
 １０人でこなしてきた業務を３人で出来るようにならなくてはいけない時代がやってくるのでしょうか。 
国は、ＤＸ化を進め、少子化対策に苦慮し、高齢者の働ける環境も整える政策に奮闘しています。 
 私達も今から先を見据えて、３０年後も５０年後も、今より明るい未来にしていきましょう！ 
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業務改善助成金 ・・・社内の最低額賃金を底上げして、設備投資を 

厚生労働省は、「賃上げ」の要求に伴い、賃上げを実現するために必要な設備投資などの費用を助成します。 
  最も低額の賃金が、最低賃金＋５０円以下の企業が対象です。埼玉県であれば、１，０３７円以下。「すでに昇給しちゃって
今は１，０５０円だよぉ」という場合でも、社員５０人未満の企業であれば事後申請も可能です。 

9月 15日には、令和４年人口動態統計の確定数も公表されました。 
 出生数・・・７７０，７５９人（前年比４０，８６３人減少） 
 死亡数・・・１，５６９，０５０人（過去最多） 
 婚姻件数・・・５０４，９３０組（３年ぶり増加） 
 離婚件数・・・１７９，０９９組（３年連続減少） 


